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1 はじめに

2008年は、 ブッシュ米大統領の 2期 8年の任期の最後の年であり、 世界の核

をめぐる動きに最も大きな影響を与え続けてきたブッシュ政権の政策を総括する

議論が数多くなされた。 9.l1 同時多発テロをきっかけに、「対テロ戦争Jを掲げ

たブッシュ・ ドクトリン、 アフ ガ ニスタン戦争に続くイラク戦争、 朝鮮民主主義

人民共和国 ( 北朝鮮) やイランの核開発への対応、 インドへの原子力開発協力を

はじめ、 国際協調と多国間主義に基づく核軍縮への消極姿勢などが、 評価の対象

となった。

米国内でのブッシュ政権やイラク戦争への支持が低下する中、 11月の大統領

選挙では、「核のない世界Jを掲げる民主党の バラク・オパマ候補が勝手IJした。

選挙戦でのオ バマ候補の台頭に並行するように、 米国内ではグロー バルな核廃絶

を訴える声が高まり、 いくつかの提言がなされた。

一方、 核兵器開発が疑われる中でウラン濃縮活動を続けるイランに対し、 国連

安全保障理事会は 3月、 追加制裁決議案を採択したが、 アハマデイネジャド大統

領は強硬姿勢を崩さず、 3月のイラン国会選挙では同大統領に近い保守派連合が

最大勢力となった。 また北朝鮮の核放棄へ向けた「第 2段階の措置Jは一進一退

を繰り返したが、 米国は 1 0月に北朝鮮のテロ支援国家指定を解除した。

核不拡散条約 ( NPT) に加盟せず核兵器保存を続けるインドに対し、 核兵器

保有国の地位を事実上認めて民生用原子力開発の支援を可能にする米印原子力協

定を進めてきた米国は、 国際原子力機関 (IAEA) と原子力供給グループ ( NS G)

の加盟国を説得し、 査察などの保障措置に関するインドの特別扱いを認めさせ、

同協定の発効にこぎつけた。 国際的な核不拡散体制jの維持よりも米国の国益を優

先し、 新たな戦略上のパートナーと位置づけたインドとの関係強化へ向け、

を除去するのが最大のねらいであろうO

こうした動きの中で、ブッシュ政権が退場し、2009年にオパマ政権が誕生するO

ブッシュ・ドクトリンと 「対テロ戦争Jで世界を動かしたブッシュ政権の最後の

年の、 核をめぐる動向と論調をたどり、 国際社会が再び核軍縮・核廃絶の方向に

舵を切ることができるのかどうかを考えてみたい。



2 米ブッシュ政権の総括

ブッシュ ・ドクトリンの評価

ブッシュ政権の 8年を、 米国内の専門家はどう見ているのか。 軍備管理・軍縮

門誌『今日の軍備管理j は、 肯定・否定双方の論者を登場させて総括しているO

このうち肯定の立場からは、 クリストフ ァー・フ ォード元不拡散担当大統領特別

代表が寄稿し、 ブッシュ政権の軍縮・不拡散政策は 21 世紀の 新たな脅威に対抗

するため、 冷戦時代の思考を脱して 新たなパラダイムを提示したと 評価した o

さらにフ ォード氏は、 ブッシュ政策の批判論者が古い冷戦時代の軍備管理・軍縮

の枠組みに固執してブッシュ政権を批判していると主張するが、 やや強引な議論

だろうO 批判論者は、 ブッシュ政権が 新たな脅威への対抗策を、 あまりに一方的

な形で推し進めたことに、 危倶を表明しているのであるO

これに対し否定の立場から、 ジョセフ・シリンシオーネ米国プラウシェアーズ

財団会長は次のように述べるO まずブッシュ・ドクトリンの本質は、 政権発足当

初からその中枢を占めたネオコン ( 新保守主義者) たちが、 9.11 同時多発テロの

後で表明した 3 つの原則に集約できるというO 第lに、 外交や抑止より直接軍事

行動の優先。 第 2 に、 脅威が現実に拡大する 前の軍事行動。 第 3 に、 非田家主体

であるテロ集団の脅威を、 敵対的な主権国家に転嫁するO

さらにシリンシオーネ氏は、 最大の失敗としてイラク戦争を挙げたよで、 以下

の 10 の失敗を指摘するO すなわち、核テロの脅威の増大、イランの核計画の加速、

北朝鮮の核実験と核計画の拡大、 兵器用核技術の拡散、 米ロ核軍縮の停滞、 核兵

器の価値を見直す国家の増大、 崩壊寸 前の不拡散体制、 核拡散を容認した米印原

子力協定、 核の闇市場の存続、 そして非効率なミ サイル防衛であるO その上で、

新大統領は軍事力ではなく、 再び外交を基軸に核のない世界をめざすべきだと

張している o

民本の論者はどう見ているか o川上高司・拓殖大学海外事情研究所教授は、ブッ

シュ・ドクトリンが明確に示された 2002年 9月の「米国国家安全保障戦略J4 を

分析し、ドクトリンの特徴として「 先制攻撃論J rウィルソン主義J r米国卓越論」

の 3 点を指摘するO このうち 「 先制攻撃論jは、 キリスト教的な正戦論や十字軍

主義に通じるが、厳密には国際社会で従来認められてきた「 先制攻撃」ではなく、

正当性を認められない「予防攻撃」に相当するO したがって、 ブッシュ・ドクト

リンでそれを正当化して国家戦略化したことは、 まさに革命的な転換だ、 とJll上

氏は述べるO

次の「ウィルソン主義jはf自由民主主義を世界に広める」考えをさすが、 自

を脅かす国家に対しては、 イラク戦争に見られたように、 民族と領土を維持し

つつ主権を交代させる戦争を正当化するO こうして市民の主権に基づく自由民主

を世界に広め、 米国l国を頂点とする卓越システムのもとで平和を実現する

( 米国卓越論) のがドクトワンの構想、だというO しかし、 従来の国家主権を強引

に無視する姿勢や、 長引くアフ ガ ニスタンやイラクでの駐留による国力の疲弊な

どで、 結局構想、は失敗したとJ 11上氏は分析している。。

ブッシュ・ドクトリンが描いたように米国 1 国が卓越するのではなく、 むしろ

米国が衰退する中で世界は「無極化」へ向かいつつある、 とリチヤード . N・ハー

ス米外交問題 評議会会長は指摘するO 多極構造では少数の極に力が集中するが、
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無極化体制では主権国家だけでなく、 国際機関、 地域機構、 グロー バル企業、 武

装組織、 N GO など数十の当事者が力を行使する中で、 一定の秩序が形成される

というO

その上でハース氏は米国衰退の原因のーっとして、 イラク戦争による 人的、

事的、 経済的、 外交的コストを挙げるO またブッシュ政権が取った単独行動主義

やイラク戦争のような「予防攻撃」は、 無極化構造を不安定化させるとして否定

し、 核不拡散や国際的核管理体制の強化の必要性を主張するO さらにブッシュ大

統領が行ったような、「我々につくか、 敵対するかJと選択肢を突きつける外交

政策を取る余裕は、 もはや米国にはないと述べている60

ブ、ッシュ政権と中東

ブッシュ政権が始めた「対テロ戦争」は、 アフ ガ ニスタン戦争とイラク戦争へ

と発展し、 中東およびイスラム圏を巻き込んだ。 いずれの戦争も、 軍事力で独裁

政権を倒して西 欧流の民主主義を植えつければ、 安定化が実現できるとの思い込

みが背景にあった。 コンドリーザ・ライス国務長官はfフ ォーリン・アフェアー

ズj 誌に寄せた論文の中で、 同政権の 8年を振り返り、「拡大中東地域、 とりわ

けアフ ガ ニスタンとイラクでは、 自由と民主主義だけが、 時間がかかっても公正

と安定の永続をもたらすと我々は認識しているJと述べ、 軍事力を背景にしたイ

ラクや中東の民主化政策や、 米国の価値観に基づく国際秩序形成を自ら礼賛して

いる o

だが、 米国流の民主主義の押し付けに対する批判論も多い。 内藤正典・一橋大

学教授は米国の軍事力に基づく異文化統治ではイラクの民主化は成功しない、 と

警告するO そもそも西 欧とイスラム社会では、 根底にある価値体系が異なるO 民

主主義が 「民意を反映した政治jであるなら、 イスラム教徒にとりそれは「イス

ラム法に合致した統治jであるO 西 欧における 人間の自由が神からの解放だとす

れば、 イスラム教徒にとり神の存在なくして 人間の自由は想定できない。 ところ

が米国はそれを誤認した。

ブッシュ政権は 「対テロ戦争jを標務しながら、 実際には「イスラム原理主義

組織」を 敵と見なして攻撃し、 イスラム世界から反撃を受けた。 それはイスラム

教徒が自由と民主主義を愛さないからではない。 イスラム教徒の自己定義として

「穏健jと「過激」はもともと区別できず、「原理主義」という言葉も非イスラム

教徒の見方であり、 相手に理解不能なレッテjレを貼って攻撃しでも、 憎悪を増幅

させるだけだ。 また米国は軍事力に依存しすぎ、 欧州も預言者風刺などイスラム

への差別!と疎外の言説を流布し、 イスラム社会との関係を悪化させた、 と内藤氏

は指摘している80

イラク戦争の失敗

ライス国務長官の正当化と裏腹に、 イラク戦争は米国権力者の私的利益?申

するものだ、ったとの指摘もある o 9.11 テロの半年前、 米自の国家エネルギ一政策

開発委員会はイラク国土の 3 分のlを 8 つの石油権益ブロックに分ける地国を作

成していた。 ブッシュ一族やチェイ ニー副大統領、 ライス国務長官、 エパンス商

務長官、 ラムズフェルド 前田防長官らは全てイラクの石油利権に絡む企業と密接

な関わりがあるO アフ ガ ニスタン戦争 以来の米軍の死者はすでに生200 人 以上に

63 



し、 両方の累積戦費もベトナム戦争を超えた。 イラク戦争の総支出だけでも 3

兆ドルで、 向こう 3 世紀の米国の社会保障基盤を整備できる額に達したとの指摘

もあるという90

山内昌之・東京大学教授によると、 二つの戦争を通じて中東政治に 新たな構造

的変化が現れた。 従来のアラブ対イスラエルという対立に加えて、 イラン対イス

ラエルという 新たな対決軸の浮上であるO イランはレ バノンのシーア派 武装勢力

ヒズボラへの支援を強め、 シリアとイスラエルの ガザ地区にも浸透しつつあるO

シーア派の台頭は、イスラム社会内部にもスン ニ派とシーア派の対立をもたらし、

中東政治ではこれら 3 つの亀裂が複雑にねじれて存在するようになったと 山内氏

は指摘している100

一方、 森伸生・拓殖大学イスラーム研究所所長は米国のイラク攻撃と占領政策

を失策の連続だと述べ、 いくつかの誤算を指摘するO 第lに亡命イラク 人アハマ

ド ・チャラピーを 新政権の首班に据えようとしたことO チャラピーは米情報機関

にイラクの大量破壊兵器計画に関する誤った情報を提供した 人物だ、った。 第 2 に

米国の出領に抵抗する 武装勢力が予想以上の攻撃能力を維持したことO 第3 に、

パース党員を 新政権から 追放したため行政を担える 人材が不足したことO 第 4 に

イラク民衆のイスラム意識の強さを軽視したことO 第 5 に、 イラクのシーア派を

通じたイランの影響力を軽視したことO 第 6 に、 イラクの復興でも日本やドイツ

の戦後復興と同じく民主化が可能と判断したことO 第 7 に、 イラクの部族長から

なる復興 評議会を 武装化して治安対策に当たらせているが、 近い将来民兵化する

可能性があることO こうした誤算が続いた理由は、 政権幹部が都合のいい見解の

みを受け入れ、 中東専門家の意見を無視したためだと 森氏はいう110

小泉内閣で外交担当補佐官を務めた岡本行夫氏は、 米国が占領 初期に 4 つの致

命的な失敗を犯したと指摘しているO 第 1 は バクダッド陥落直後のイラク市民

の大規 模な略奪行動を阻止しなかったことO 第 2 は米国の暫定統治機関 (CPA)

が住民の生活インフラ復!日を重視しなかったことO 第3 は 150 万 人いたパース党

員を公職から 追放したことO 第 4 は 2004年4月にスン ニ派 武装勢力の拠点フア

ルージャを攻撃した際、 イスラム教徒にとり神聖なモスクを攻撃し、 全イスラム

教徒を 敵に回したことO フ ァルージャを封鎖だけに留めていれば、 その後の治安

は変わっていたと岡本氏は確信している120

イラク増派から撤退 ・国民和解ヘ

2007年のイラクへの米軍兵力約 3 万 人の増派により、 イラクの治安情勢は

2008年には改善に向かったとされ、 これを受けて同年11 丹、 イラク政府は 2011

年末までに米軍が全面撤退する内容の米イラク地位協定を閣議決定し、 イラク連

邦議会も承認した130 これにより 2011 年末までの米軍の撤退が決まったが、 そ

の方法は 「無条件」にすべきか「条件付きJにすべきかで、議論が分かれているO

スティーブン・ サイモン米外交問題 評議会中東問題上級研究員は、 米軍が一方

的 ・無条件に撤退すべきだと主張し、 その背景として、 サイモン氏はイラクにお

ける米軍と 武装勢力の対立構造の変化を、 次のように説明する140

2003年のイラク戦争開戦直後は、 スン ニ派とアルカイダが手を組んで、米軍に

対抗した。 だがアルカイダは次第にイスラム勢力内部で主導的地位を求め、 2006

1 0月にはイラクにイスラム国家の樹立を宣言し、 スン ニ派指導者に服従を求
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め、在力部族の利権を奪い、2007年ごろにはスン ニ派指導者を相次いで、殺害した。

対応を迫られたスン ニ派は、 同派の自覚を高める「覚醒運動Jを始め、 米軍との

取引に応じ、 アルカイダと対決状態に入った。 取引は戦闘員一 人あたり月360 ド

ルを支払う内容で、 スン ニ派 武装勢力は約 9 万 人と見られ、 米国は 2008年に 1

億三000 万ドルの予算を計上した。

サイモン氏はスン ニ派との取引について、短期的には治安の安定をもたらすが、

長期的には中東国家の不安定要因である部族主義、 軍閥主義、 派閥主義を助長す

るだけだと批判し、 米国は撤退の意思を国際社会に明確に伝え、 国連主導の下で

サウジアラビアや湾岸諸国の関与を求めて安定化を図るべきだと主張しているO

これに対し、 コリン . H .カウル 米国ジョージタウン大学准教授は、 真の安

定を妨げているのはマリキ政権の国民和解への消極姿勢で、あり、 米国はイラク政

府に、 石油資源の公平な配分や、 難民への補償、 シーア派の 武装解除と国軍へ

の吸収などを含 む国民和解政策を求めることを条件に、 撤退すべきだと主張す

る150

吉岡明子・ 百本エネルギー 経済研究所中東研究センター研究員は、 2005

年 6月のイラク正式政権発足 以来続いてきた「挙国一致内閣Jが、 実際にはシー

ア派の「統一イラク連合Jとクルド民族の 「クルディスタン同盟」の連立で、 ス

ン ニ派も含めた自民和解の政策は進んでおらず、i呂パース党員の公職復帰も不十

分だと指摘するO また、 石油資源、に恵まれたクルド自治区に成立したクルディス

タン地域政府が、 中央政府の意向に反して強行している、 単独での石油資源開発

も、 イラク国家の分裂要因になりかねない。 さらに、 米軍が治安改善のため 武器

や給与をスン ニ派の覚醒運動メン バーに与えたことが、 民兵解体や 武装解除とい

うイラクの課題に逆行する 危険も苧んでおり、「安定化に むけた道のりは遠いと
言わざるを得ないJと吉両氏は述べている160

イラク戦争にみる「戦争民営化j

イラク戦争は、 民営化された戦争でもあるO 米議会予算局によると 2008年の

始めの段階で、 イラクで少なくとも 19 万 人の民間 人が米国資金による事業に従

事し、 イラクにおける米軍 人と民間 人の比率は 1 対l 以上となっている o 2008 

年の開戦から 2008年までの戦費のうち民間企業への支出は約 1，000 億ドルで、

全体の 20 %を占め、 このうち約 120 億ドルが民間軍事会社への 武装 警備の委託

費用だという170 民間委託はこのほか、 通訳、 運転手、 建設労働者、 料理 人から
皿洗いまでさまざまO 最大の受託企業のケロッグ ・ ブラウン ・ アンド ・ ルート社

はイラクで 4 万 人の民間 人を震っているO 向社はチェイ ニー副大統領が 2000年

まで最高 経営責任 者を務めたハリパートン社の子会社だ、ったが、 世論の批判など

から売却されている180

民営化された戦争の実態を探ろうと、 フリージャーナリストの安田純平氏が

2007年 5月から 6カ月間、 イラク中南部の都市デイワ ニヤのイラク陸軍基地で

料理 人として働いた様子を報告している190 安田氏はイラクでの仕事を探して 2

カ月半、 隣国クウェートで 人材派遣エージェントを 30 社 以上回った。 募集の職

種は溶接工、 電気技師、 大工、 石工、 トラック運転手、 建設労働者、 売庖員など

多種多様だ、ったが、 きつい末端労働である料理 人を選んだ。 契約は半年間休みな

し、 1 日 8 時間労働で月給約 1，000 ドルだ、ったというO
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クウェートでは、 大勢のネパール 人、 インド 人、 パキスタン 人、 フィリピン

人らがイラクの仕事を探しており、 ネパール 人は自国のエージェントに 2，000 -----

3，000 ドルの斡旋料を払ってやって来ていた。 イラクでの月給は、 未熟練労働で

400 ----- 600 ドル、 熟練労働では 800 -----1，000 ドル 以上。 自民一 人当たりの平均年

収が 200 ドル 前後と貧しいネパールからは就労希望 者が多く、 2004年に 12 人の

ネパール 人労働者がイラクで 武装勢力に殺害される事件があったにも拘らず、 l

万 7，000 人 以上のネパール 人がイラクで就労しているO 安田氏はあるネパール 人

の 「米軍が撤退したら、 稼ぎのいい就職場所がなくなってしまうJという言葉を

紹介し、 こうした声が民営化戦争の推進力になることを示唆しているO

3 中東の核問題

イランの核開発

米国の中央情報局 (CIA) などからなる国家情報会議は 2007年12月、「イラ

ンは核兵器開発を 2003年秋に停止していた」と 結論づける国家情報 評価 ( NIE)

報告を発表した。 ブッシュ大統領はこれに反論したが、 イランはこれを外交的勝

利だと受け取った。 2月 4日には衛星搭載可能な 初の冒産宇宙ロケットを打ち

げ、 アハマディネジャド大統領は 2月 11 日の革命記念日に 「イラン毘民は核の

権利から 1歩も後退しない」と演説した。 国連安保理は 3月、 ウラン濃縮活動を

しないイランへの 追加制裁決議案を採択したが実効性はなく、 同大統領は 4

月、「ウラン濃縮のための 新たな遠心分離機6 .000基を 2009年3月までに設置するj

と発表した。

こうしたイランの核問題について、 田中浩一郎・ 日本エネルギー 経済研究所研

究理事は次のように問題の本質を整理しているO 第lに、 イランは核不拡散条

約 ( NPT) 締 結国として NPT 第 4条に基づき、 保障措置を受け入れながら核の

平和利用を行ってきたと し、 これに対し IAEA は意図的な隠蔽により保障

措置の義務を果たさなかったとするO 問題は、 イランの活動が NPT 第 4 条に

づく活動かどうかであるO 第 2 に、 イランは核開発活動に関する完全な情報を

IAEA に開示すべきだが、 十分な透明性は確保されていない。 第 3 に、 イランと

欧米社会の間の相互不信が増大し、 信頼醸成が困難になっているO

NIE報告はこうした緊張を打開する可能性を与え、 その後、 ロシアや中国が

イランとエネルギ一分野で関係強化に動き出した。 だが、 イランの強硬姿勢に変

化はなく、 引き続き核開発と外交的勝利の双方を目指そうとしている、 と田中氏

は述べている200

イランは 5丹、 ソラナ . EU 上級代表らに対し、 イラン国内へのウラン濃縮コ

ンソーシアム ( 企業共同体) の設置を求める提案を提示し、 これを受けて 6月、

ソラナ上級代表がテヘランでモッタキ外相と会談し、 イランがウラン濃縮を停止

すれば 経済 ・ 通商上の見返りを与える内容の 「包括的見返り案Jを示した。 向外

相は、 ウラン濃縮コンソーシアムの設置を検討することを条件に、「見返り

について交渉の用意があると表明したが、 ウラン濃縮の停止要求は拒否する姿勢

を示した。

さらにイランは 7月、イスラエルまで届く射程 2，000キロの弾道ミ サイル「シャ

ハブ 3Jの発射実験を行い、 イスラエルが行った「イラン空爆の予行演習」への

対抗措置だと表明した。 8月には、 国産宇宙ロケット「 サフィールJの打ち上げ

にりにり
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に成功した、 と イラン通信が報道した。

ミ サイル開発と並行して進 むイランのウラン濃縮活動にイスラエルは 警戒 感を

強めているO イスラエル箪情報調 査局の バイダツ長官は 9月の閣議で、 イランが

すでに原爆 3 分の 1 1屈ないし 2 分のl個分に相当する濃縮ウラン 480キロを保有

し、 2年後には核兵器を手に入れる可能性があると報告したという210

一方、 米自のミ サイル問題専門家でトーマス ・ J . ワトソン研究センター

客員研究員のリチヤード . L . ガーウイン氏によると、 2005年の NIE報告は 「イ

ランが核兵器製造を決意しているが、 核爆弾 1 発分の高濃縮ウランが生産でき

るのは 201 0年代の 初めか中ごろ」と推定しているO またミ サイル技術に関して

は、 米本土まで届く IC B M を完成できるのは早くて 2015年で、 現時点で保存す

る射程 1，000キロ 以上の弾道ミ サイルは、 25 - 1 00発の 「シャハブ 3Jのみだと

いう220

中東のf核対決j

中東の核問題といえば、 かつてはイスラエルの核を指したが、 今ではイスラエ

ルとイランの「核対決」への懸念が広がっているO しかも、 イスラエルとイラン

は互いに相手を 敵対視し、 強硬姿勢を崩さない。 森戸幸次・静岡産業大学教授は、

米国がイランのウラン濃縮を容認し、国連安保理の制裁も効果を発揮しなければ、

イスラエルが報復を覚悟でイランの核施設に 先制攻撃をかける可能性があると
るO 一方、もしイスラエルや国際社会がイランの核 武装化阻止に失敗すれば、

中東は「核の均衡Jに入る可能性もあり得るO その場合、 イランは核を政治カー

ドに用いて体制存続を確保した後、 核開発の断念を交渉材料に、 イスラエルに核

の相互放棄を求めることもあり得ると 森戸氏はいう230

イスラエルの専門家の中からも、 イランの核の脅威への対処に関する議論がな

されているO イスラエルの元国家安全保障担当副顧問で、米国ハー バード大学ケネ

ディスクール上級研究員のチャック ・ プレイリッ ヒ氏は、 イスラエル園内でイラ

ンの存在自体を脅威と受け止める「実存的脅威」論が高まっているとし、 対イラ

ン脅威論、 慎重論の双方を検討するO だが、「イランの核爆弾がl発、 テルアピ

ブを攻撃しただけでも、 イスラエルは存在しなくなる」ゆえに、「イランの脅威

を最大限真剣に考慮せざるを得ない」と述べ、 対イラン対策として、 米国の関与、

経済制裁、 海上封鎖などの組み合わせが有効だと述べるO

最後に、 イランが核を保有した場合の選択肢として、 米国による対イラン抑止、

米一イスラエル防衛協定、 N ATO などの多国間安全保障、 地域安全保障システム、

イスラエルの核保有に関する「暖味政策」の放棄などをあげ、 このままでは 2�3

年以内に米国を巻き込んだ決断が必要になる、 と悲観的な見通しを示している240

イスラエルのシリア空爆

2007年 9丹、 イスラエル空軍の戦闘機が 4 機、 シリアの領空に侵入し、 シリア・

イラク国境沿いに約 150キロ北上したユーフラテスJ 11沿いに 建設中の 建造物を爆

した。 イスラエルは 1981 年にイラクが 建造中のオシラク涼子炉を爆撃してお

り、 欧米のメディアは「北朝鮮が 秘密裏に 建設中の原子炉かJなどと報じた。
これについて米国 人ジャーナリストのシーモア・ハーシュ氏は、 イスラエル、

シリア、 米国の政府や情報関係者からの取材をもとに、 別の見方をしているO 建
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物の 建設には確かに北朝鮮の労働者が関わっていたが、あるシリア政府高官は「ミ

サイル製造工場になるはず、だ、った」と語ったというO 秘密の核施設かどうかはと
もかく、 イスラエルの空爆は 「対イラン 先制攻撃の演習だ、った」とハーシュ氏は

述べるO その証拠として、 米政府高官がイランに近い中国特使に、「イスラエル

がシリアに送ったメッセージをご存じですねJ Iイスラエルはイランの核開発を

極めて真剣に見ているJ I外交交渉で成果がなければ、 イスラエルは必ず 武力に

訴えるでしょうJと、 イラン向けの伝言を託したことを挙げている250

米国のイラン工作

ハーシュ氏は、 イスラエルだけでなく、 米国による対イラン 秘密工作について

も暴露している260 2007年末、 ブッシュ大統領はイランで実権を握る宗教指導

者の政治基盤を脅かすための 秘密工作資金として 4 万ドルを議会に要求し、 承認

されたというO 工作内容は、 イランに潜入させた工作員による、 西部アフワーズ

のアラブ、系民族や東部の バルーチ民族など少数派 武装勢力を使つての破壊活動

や、核開発の情報収集などで、中央情報局 (CIA) や統合 秘密作戦司令部 ( JSOC)

が関与する場合が多い。

こうした 秘密工作活動は、 連邦法によれば極 秘の大統領裁定書 (Presidential

Findings) に明記し、 議会の上下両院の民主、 共和時党の指導者計8 人に報告す

る義務があり、 すでに民主党の幹部も承認を与えた。 だがCIA や] SOC の活動

は裁定書に明記されないことも多い。 秘密工作にはチェイ ニー副大統領が深く関

わっていることを、 ハーシュ氏は示唆しているO

4 北朝鮮の核問題

進まぬ核放棄の「第2段階の措置j

北朝鮮の核放棄へ向け、 2007年に 6カ国協議でなされた合意のうち、 核施設

無能力化と全ての核計画申告を含 む「第 2段階の措置jの実施は、 2008年に持

ち越された。 だが、 北朝鮮の交渉姿勢を疑う出来事が続いた。

まず 2月に寧辺の核施設を視察したジークフリート・ヘッカー米国スタン

フ ォード大学国際安保協力研究所長が、「核兵器製造施設は箪辺の外にあると考
えられ、 濃縮ウランを用いた核兵器製造の疑いもあるJと、 それまでの北朝鮮の

説明への疑問を指摘した270

また 4月には米 ホワイトハウスが、「北朝鮮がシリアに核技術を提供していた」

とする声明を発表した。 前節で述べた、 前年 9月のイスラエルによるシリア空爆

の写真を示し、 標的となった施設が寧辺の核施設と酷似ししている点などを指摘し

た。 これについて吉田康彦・大阪経済法科大学 客員教授は、 米朝合意やテロ支援

国家指定解除に反対する、 チェイ ニー副大統領 以下のネオコン勢力の抵抗の一環

だと述べている280

こうした中、 北朝鮮は核放棄へ向けた「第 2段階の措置」に含まれる「全ての

核計画申告Jに従い、 5月に訪朝したソン・キム米国務省朝鮮部長に対し、 寧辺

の核施設でのプルト ニウムを利用した核開発計画に関する、 l 万 8，000 ページに

およぶ文書を提出した。 さらに 6月には、 核施設目録、 プルト ニウムの生産・抽

と使用 先、 ウランの在庫量などを明記した約 60 ページの核計画申告書を、 6

カ国協議議長国の中国に提出した。
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一方、「ウラン濃縮による核開発Jや「シリアへの核拡散」疑惑について、 北

朝鮮は一貫して否定していたが、 申告書とともに「それらの問題について米国が

懸念していることを、 北朝鮮は承知している」という内容を盛り込んだ、 2 ページ

の付属文書を作成することで、 玉虫色の決着をはかった。

提出された申告書によると、 寧辺の原子炉で生産されたプルト ニウムは約 38

キロで、 うち 隣接する再処理施設で約 31 キロが抽出されたというO また核兵器

として 26キロ使用したとあり、 核爆弾 1個あたり 4 キロと計算すると 6個分に
相当する o 2006年1 0月の核実験では、 2 キロのプルト ニウムを使用したというO

通常、 起爆には数キロ必要なため、 小型化に成功したか、 核実験の失敗を隠して

いるとの見方もある290

ちなみにこの時の核実験の威力は、 国際的な地震探知網の計測で 0.2 � 1 キロ

トンと推計され、 中国の専門家は1 4 キロトンを目指したが、 爆発が不完全で 1

キロトンに近かった」と見ており、 兵器化には不十分で、実験は失敗だ、ったとされ

る300

北朝鮮からの申告書提出への見返りに、 米国はテロ支援国家支援解除を決め、

45日後の 8月 1 0日を発効期限とし、 それまでに申告内容の検証方法について 6

カ国協議で合意に達することを求めた。 これを受けて 7月に 6カ国協議が行われ、

検証方法については①施設立ち入札②文書の検討、 ③技術者への面談、 を原則

とし、 核施設無能力化と見返りのエネルギー支援などを含 む「第 2段階の措置j

を 10月末までに完了させることで合意した。

だが 結局、 8月 1 0日までに検証の手順や着手時期で合意できず、 米国はテロ

支援国家指定解除を延期した。 これに対し北朝鮮外務報道官は 8月 26日、 核施

設無能力化作業を中断し、 復旧も考慮するとの声明を発表し、 9月には寧辺の

核施設の復旧作業を開始し、 IAEA による封印や監視カメラも撤去した。 しか

し 10月に ヒル米国務次官補が訪朝して協議した 結果、 米朝は検証方法で合意し、

米国は北朝鮮のテロ支援国家指定を解除した。

ところが北朝鮮は 11月、 検証対象を寧辺に限定し米側が求めていた サンプル

採取を拒否するとの談話を発表した。 12月の 6カ国協議でも検証方法の合意に

は至らず、 米国は見返りのエネルギー支援を中断し、

は再度、 翌 年に持ち越された。

北朝鮮の核問題の今後

2段階の措置Jの完了

6カ国協議では、「朝鮮半島の非核化」へ向けた検証体制が今後の焦点となる

が、 米国が求める内容は、 プルト ニウムだけでなくウラン濃縮や核兵器、 核実験、

核拡散などを含 む広範な内容であり、 対象も寧辺の核施設だけでなく、 未申告の

施設や核物質も含まれているO これに対し北朝鮮の立場は、「朝鮮半島の非核化」

とは単に「北朝鮮の非核化」だけでなく、 韓国とその周辺にも米国の核兵器が存

在せず、 韓国への搬入や通過もない状態を指すというもの310 双方の立場を踏ま

え、 検証体制に関する交渉は、 米国の次期政権に託されることになるO

ロシア出身の北朝鮮問題専門家、 アンドレイ・ランコフ韓国国民大学准教授は

北朝鮮を 経済面から次のように分析するO すでに 1970 � 80年代から持続不能な

状態で、 1990年代にソ連が援助を打ち切ると崩壊し、 現在唯一機能している 経

済は闇市場だけだが、 政権は反市場キャンペーンを行い、 中国と韓国が促す 経済



開放路線も拒み、 情報統制を続けているO もし開放路線をとれば、 民衆は韓国と

の大きな 経済格差を知って反発し、 体制は内部から動揺するというO

このため北朝鮮の指導者らは、 外部の力でなく民衆蜂起による内側からの体制

崩壊を恐れており、 米国による体制保証も大きな助けにはならない。 北朝鮮が国

際社会に対して持つ唯一のカードは核兵器であり、 核施設解体などある程度の妥

協はしても、 核兵器を完全に手放すことはないだろうとみるO しかし外部の情報

に北朝鮮社会に浸透し、 草の 根資本主義が形成されつつあり、 韓国からの
援助や外部社会との交流が長期的に政権基盤に変化を与えていくだろう、 とラン

コフ氏は予測している320

軍事国での北朝鮮の脅威を、 どう見ればいいのか。 山田期・明治大学文学部教

授は、 現在の北朝鮮の兵力が 1 00 万 人ともいわれるが、 現実にはそれに見合う食

糧・ 武器・弾薬に欠け、 戦争継続能力がないため、 核兵器や弾道ミ サイル開発を

外部に宣伝している、 というO また通常弾頭の弾道ミ サイルが軍事的効果を挙げ

るには数十から数百発が必要で、 高い命中精度もいるが、 現時点でそこまで達し

てない。 核兵器についても、 ミ サイルに搭載可能な 小型化は進んでおらず、 実戦

配備まではかなりの時間がかかると述べ、 話し合いにより北朝鮮を核放棄へと向

かわせる時間的余裕はあると主張している330

5 南アジアの核

米印原子力協定

2008年 8月l日、 国際原子力機関 (IAEA) 理事会は、 米国とインドの原子

力協定発効の 前提条件の一つ、 インドと IAEA の保樟措置協定案を全会一致で

承認した。 次いで 9月 6日、 原子力供給国グループ ( NS G) 臨時総会が開かれ、

NS G指針に定められた IAEA 包括的保障措置協定の適用対象から、 インドを例

外扱いすることを全会一致で承認した。

これを受けて米上院は 1 0月 1 B、 米印原子力協定を承認する法案を可決し、

1 0日に同協定は発効した。 2005年 7月にブッシュ大統領とシン首相が米印原子

力協力で基本合意し、 2006年3月に共同声明で詳細な内容を発表して 以来、 国

際社会では賛否両論が表明されてきたが、 一応の決着がつけられた形となった。

NS Gはそもそも 1974年、 インドが IAEA 保障措置を受けていたカナダ製研究

用原子炉から抽出したプルト ニウムで、核実験を行ったことがきっかけで、 発足し

た。 国際社会は、 NPT に加盟せず自国の原子力施設を IAEA の監視外に置いて

いるインドの核・原子力開発を 警戒し、 米国も 1978年に成立した核不拡散法を

適用してインドへの核燃料供給を停止した。 その後、 1998年にインドが再度核

実験を行い、 核保有を宣言して 以来、 国際社会はますますインドに厳しい日を向

けてきたが、 その一方でフランスや、 中国、 ロシアなどが例外的に核燃料を供給

してきた。

しかし今回、 米印原子力協定を IAEA も NS Gも 追認したことにより、 インド

は NPT の枠外で核保有国の地位を事実上、 認められた一方、 現在保有する

22 基中 14 基のみが IAEA の保障措置、 つまり 査察の対象とされ、 残りの 8

22 基に含まれない高速増殖炉 2 基などは、 保障措置の対象外となるO

これらはいずれも軍事用とみられるO

米印原子力協定については、 2005年の基本合意発表 以降、 核不拡散の視点か
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らさまざまな議論がなされてきた。 だが視点を変えれば、 インド、 米国双方の背

後に存在する動機が浮かび上がるO

インドのねらい

まずインドにとり、 米印原子力協定は NPT に加盟することなく、 軍事目的と

平和目的、 双方の核開発を確保できることになった。 アジアの大国として台頭す

るインドは、 米国、 ロシア、 中国などと対等な地位を保ちつつ、 パキスタンや中

などの脅威には核を含 む主主事力で対処を日指している o 1998年の核実験強行

後、 国際社会からの批判をかわすため、 1999年には 「最 小限抑止Jを中心とす

る核ドクトワンを発表し、 かつての米ソの核戦略をモデルに 「核戦力 3 本柱」、

すなわち戦闘爆撃機、 地上発射弾道ミ サイル、 潜水艦弾道ミ サイルの戦力整備を

目指しているへその一方、 経済発展を支えるエネルギー需要を賄うため、 原子

力発 電の整備を急務としているO

チャールズ・D . ブエルグソン米外交問題 評議会研究員によると、 インドの年

間のウラン需要は 475 トンで、 このうち 430 トンが民生用原子炉燃料、 45 トン

がプルト ニウム抽出などの軍事用だというO インドはそれらを国産ウランで、賄っ

てきたが、 ウラン採掘計画の遅れや環境保護のための反対運動などから、 年間採

は 300 トン 前後に落ち込んでいるO しかもインドの 電力需要は 2020年まで

年率 6�8 %の伸びが予想され、年間のウラン需要は 600 トンに達する見込みだ。

それを国産ウランのみで賄うと、 原子炉の 稼働率を 50 %に落とさねばならない。

今回の米印原子力協定は、 こうしたエネルギ一事情に対処するため、 海外から

の核燃料輸入に道を開く一方、 輸入核燃料を使用する原子炉のみを IAEA の保
障措置の対象とし、 国産のウランを使用する原子炉は保障措置の外に置くのが一

つのねらいだとフエルグソン氏はいう350 保障措置の外の原子炉では引き続きプ

ルト ニウム抽出を行い、 核戦力 3 本柱のそれぞれで、 最低数十発ずつの核弾頭・

核爆弾を保持すれば、 最低でも 1 00発 以上の核戦力になることが予想されるとい

つO

米国のねらい

米国のねらいはどこにあるのか。 本質的な昌的は、 不拡散や原子力問題

にあるのではなく、 インドを南アジアの重要な戦略上のパートナーと位置づけ、

2 民間関係を大幅に改善することであろうO 大国をめざすインドが進める核およ

び原子力開発の障害を、 米印原子力協定および IAEA、 NS Gの保障措置に関す

る決定により、 除去することで、 インドに恩恵を与えるかわりに、 アジア~

地域では、 中国やイスラム国家に対して一定の影響力を持つインドの協力を引き

出し、 米国の国益を守るのが日的と見られる360

サトゥ . p . リメイエ米国イースト・ウエスト・センタ一所長は、 米印関係強

化の米国側のねらいについて、 ①インドは外交、 政治、 経済、 軍事国で大由化し

つつあり、 その存在は米国の利益に適う、 ②インドはアジアの主要なプレーヤー

になる、 ③米国の価値観と民主主義を共有できる、 ④米自社会に強力なインド 人

コミュ ニテイが存在する、 ⑤中国の脅威へのパラン サーとなる、 ⑥テロとの戦い
に不可欠なパートナーである、 などの点を指摘している370



6 米国からの核廃絶ヘ向けた動き

f核のない世界j を掲げるオバマ新大統領

2008年11月の米大統領選で、「核のない世界Jを掲げたオ バマ候補が勝利し、

新政権の核軍縮政策に注目が集まっているO これに 先立ち米国では 2007年1月

にシュルツ元国務長官ら 4氏が核廃絶提言38を発表していたが、 その後、 旧ソ

連や英国の元首脳、 歴代米政権の多くの国務長官や国防長官 経験者らから、

する声が集まったことを受けて、 4 氏らはさらに 2008年1 丹、 以下の 8 項目の

新たな提言を発表した390

(1) 2009年12月に失効する米口問の戦略兵器削減条約 ( START) の主要項目、

とりわけ検証項目の更 新と、 2002年の米ロ核削減条約 ( モスクワ条約) を上回

る核兵器削減の平急な実施。 ( 2)核搭載弾道ミ サイルの誤発射防止のための、 警戒・

意思決定時間の延長。 (3) 冷戦時代の、 相互確証破壊 ( MAD) と 結びついた核

抑止体制での大規 模攻撃運用計画の全廃。 (4) 米 欧ロ聞の協調的多国間弾道ミ サ

イル防衛および早期 警戒システム導入のための交渉。 ( 5) テロリストの核兵器入

を防ぐための、 核兵器および核分裂性物質の高度な国際管理体制の、 早急な確

( 6) 北大西洋条約機構 ( N ATO) およびロシアと米国による、 前方配備用

小型核兵器の整理統合へ向けた対話の開始。 ( 7) 核不拡散条約 ( NPT) の検証

手段強化へ向けた、 国際原子力機関 (IAEA) の 新たな検証条項の設置と、 NPT

全加盟国への義務付け。 ( 8) 包括的核実験禁止条約 (CTBT) の発効へ向けた 新

たな手順の採用。 条約に違反する地下核実験の探知能力の向上と、 過去 1 0年に

米国が核実験によらず開発した核技術の封印。

相次ぐ「核兵器ゼロj の提言

その後、 別の論者からも核廃絶提言が続いた。 その一つが、 アイボ・ダルダー

米ブルッキングス研究所上級研究員とジャン・ロダル 前米大西洋 評議会会長が外

交専門誌fフ ォーリン・アフェアーズj に発表した「ゼロの論理Jと題する段階

的核廃絶計画である400

この中で両氏はシュルツ他生 氏の核廃絶提言を 「最も衝撃的な例だjと賞賛し

た上で、 その目的実現のため、 以下の 4段階の手段を提唱するO 第 1 に、 核戦力

保持の目的を 「他国からの核攻撃の防止Jのみに限定するO 第 2 に、 米国の核兵

器数を 1 ， 000発 以下に削減するO 第 3 に、 世界の全ての核分裂性物質を対象とし、

な検証手段を持つ包括的国際核管理システムを構築するO 第 4 に、 米国が外

交努力により、 まず同盟国、 次に核廃絶に熱心な非核国、 そして最後に全ての核

保有国の順に、「ゼロの論理」を受け入れさせるO こうした手段を実施する際、

米国が主導的役割を果たすことが最も重要だが、 米国自ら核兵器を大幅に削減す

ることで、 信頼性を確保できると再 氏は述べているO

こうした提言の 前提として、 両氏は現在米国が直面している脅威を、「核テロ

および核兵器・核技術の拡散jだと位置づけるO そしてテロリストがl発でも核

兵器を持てば、 こちらに数千発の核兵器があっても抑止は不可能であり、 世界に

核が多いほどテロリストの手に渡る危険が増えるため、 米国が率 先して核を減ら

し、 他の核保有国にも削減を促す必要があるというO

「核兵器ゼロ」への第l歩は、 大統領が世界に対し 「米国の核兵器の目的は、
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他国からの核攻撃の防止に限る」と ることだ。 そして相手の核攻撃を抑止

するためには、 核による致命的な報復を与える意思と能力が必要だ、が、 1，000発

もあればその意思と能力を対外的に示すのは十分だと両氏はいうO

その上で、 不拡散体制を強化することが必要だが、 現行の NPT 体制の検証シ

ステムは不十分な上、 5 核兵器保存国は検証の対象外で、 インド、 パキスタン、

イスラエルなど非加盟国も同じく対象外だ。 また今後、 非核国の間で原子力

はますます増加することが予想され、 民生用の核分裂性物質の生産施設が増える

が、 数カ月で、兵器用への切り替えが可能といわれるO このため、「核兵器ゼ、ロj

を可能にするためには、 地球上の全ての民生用・兵器用の核分裂性物質を管理・

監視する包括的国際的核管理システムが必要となるO

こうしたシステムが完成すれば、 いよいよ米国が 先頭に立って各国に「ゼロの

論理」を受け入れさせる最後の段階だ。 その際、 米国は各国に次の 3 つの涼則を

受け入れさせるO 第lに、 核兵器のない世界の実現だけが、 核兵器が 2 度と使わ

れないことを保障するO 第 2 に、 世界の核兵器がゼロになるまでの問、 核兵器の

唯一の目的は「他国による核兵器の使用を防止すること」であるO 第3 に、 全て

の核分裂性物質は包括的国際核管理システムの監視下に置かれなければならな
しミO

両氏はさらに米国がまず 「核の傘Jを提供している同盟国を説得し、 次に核廃

絶に熱心な非核国に同意を求め、最後に核兵器保有国を説き伏せて、「核兵器ゼロ」

を受け入れさせていくことを、 提言しているO この提言は、 核兵器削減の数と時

期に 「段階的」な目標を掲げていないこと、 米国自身のイ ニシアテイブを

視していることなどが、 1990年代に出されたいくつかの核廃絶提言とは異なるO

また、 オ バマ 新政権の政策立案への影響を強く:意識していると思われるO 核廃絶

へ向けた具 体的な道筋に関する議論を、 さらに活発化させそうだ。

ア おわりに

2008年はブッシュ政権の最後の年であるため、 本章では米国についての総括

や分析が中心となったが、 核をめぐっては、 もちろんそれ 以外にも重要な問題は

存在するO

まずグローパルな核軍縮に関しては、 もう一つの核超大国ロシアの動向も、 視

野に入れなければならない。 N ATO の拡大や米国の 欧州、|でのミ サイル防衛配備

などが米ロ関係や両国の核軍縮の動向に影響を与えている410

東アジアに呂を向けると、 軍の近代化を進める中国の動向も重要で、あるO 茅原

郁夫・拓殖大学国際学部教授は、 2007年1 0月に開催された第 17期共産党大会

以降、 因坊近代化の重点が、 通常戦力から 「核・ ミ サイル・宇宙戦力」に移行し

つつあると指摘している420 北朝鮮の核問題に関しては、 2月に就任 した李明博・

韓国大統領の対北朝鮮政策も関われているO

は、 日本の動向や役割については論じる余裕がなかったが、 いくつか短

く指摘しておきたい。 司本国憲法の改正へ向けた動きが進 む一方、 司本国憲法 9

条の意味を再 評価する連動も盛り上がっている o 2008年 5月には「世界 9条会議j

が千葉・幕張などで開催され、 憲法制定当時の窓図を超えて憲法 9 条が今日の世

界に与えうる意義について、 海外の参加者も含めて議論がされるなど、 普遍的な

意味が注目されているO

73 



2000年 以来、 一国非核地帝政策を取っているモンゴルのエン サイハン ・ ジャ

ガル サイハン元国連大使は、 自由が 「非核兵器地位jを国際的に認知させた政策

を、 日本の憲法 9 条と伺じく、 大国間の対立に巻き込まれないための紛争防止の
手段だと述べている430

被爆国として「非核政策jをとる日本の政府が、 歴史的にその真偽を問われて

いるのが「日米密約問題」であるO 日米首脳間で、 1960年の日米安保条約改定

の際に交わされた、「核兵器搭載艦船の寄港jと 「朝鮮半島有事の際の、 事 前協

なしでの在E米軍基地からの出撃J、 および 1969年の沖縄返還交渉の際に交わ

された、「極東有事の際の沖縄への核の再持ち込み」の、 3 点を認める密約が存

在することが、 多くの専門家から指摘される一方、 政府・外務省は一貫して全面

してきたへ政府 ・ 外務省は事実関係を明らかにし、 足元から姿勢を正さね

ば、 核軍縮で国際的な信頼を得ることはできないだろうO

日本政府のもう一つの課題は、 核兵器の 危険性を世界で唯一、 実戦で体験した

日本の被爆者に対し、 放射線といわゆる原爆症の因果関係を公正に認め、 被爆者

援護法を適用することである450

核兵器ではないが非 人道的な兵器を規制する、岡期的な出来事が 5月にあった。

アイルランドで開催された有志国主導の国際会議で、 クラスター爆弾禁止条約案

が全会一致で採択されたのである460 同じく非 人道性が指摘されている劣化ウラ

ン兵器を規制する動きも、 広がりつつある470

ブッシュ政権の退場に合わせて、 世界のあちこちで、 新しい動きを期待する

曲が奏でられ始めた。 2009年 以降の動きに注目したい。
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